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１.問題と目的

経済のグローバル化に伴う産業構造の大きな変化によ

り、職場生活も厳しさを増している。企業において何ら

かの職業性ストレスを抱えている人は約６割にまでのぼ

り（厚生統計協会,2008）、職場における心のケア、特に

うつ病への対策は重要な課題だとされている。これは、

企業の休職者の中でも多くの割合を占めているのがうつ

病であること、2010年に精神障害による自殺で労災認定

された51例の調査の結果、重症度に関わらず「うつ病エ

ピソード」と判断された例がそのうち47例の92％を占

めていることが明らかにされた（中央労働災害防止協会

労働者の自殺予防マニュアル作成検討委員会,2010）た

めである。労働者の精神的疾患は、本人の健康阻害だけ

ではなく、職場の安全・生産性の低下に繋がり、９割の

企業が「企業パフォーマンスに負の影響を与える」（独立

行政法人労働安全総合研究所,2013）と認識しているた

め、早期発見・対応が重要である。また、厚生労働省が

平成18年に労働者の心の健康保持増進のための指針（新

メンタルヘルス指針）」を公示し、事業所が努めるべきメ

ンタルヘルスケアが包括的に示されたことで、事業者が

その取り組みを強化することが義務づけられた。

しかし、企業における種々のメンタルヘルス指針・施

策の推進、ツールの開発が進んできてはいるものの、こ

れらの情報が必ずしも効果的に活用されていないことが

報告されている（丸山,2013）。こうした要因として小川

（2009）は、適職場形成・公衆衛生的視点の対策が基本

的に「個人が不快な状況にならないよう組織が対策する」

という発想でなされているために、メンタルヘルス教育

が組織全体ではなく個人を対象にした集団教育として実

施されている場合が多いこと、管理職者向けの教育では

メンタルヘルスというよりも部下のマネジメントといっ

た組織の問題が扱われていることを挙げ、組織へのメン

タルヘルスへの介入として考えられているものがうまく

機能していない、或いは不十分であることを指摘してい

る。つまり、職場のメンタルヘルス対策の効果を高める

には、一部の職場のメンタルヘルス担当者だけではなく、

職場全体が症状や原因、治療・援助資源などを正しく理

解することが必要となる。

このような精神疾患に関する正確な理解を深め、精神

的健康の向上を目指したメンタルヘルスリテラシー

（Mental Health Literacy）という考え方があり、これ

をコミュニティ全体に普及していくことが重要だとされ

ている。我が国における職場のメンタルヘルスリテラ

シーに関する分野については今後発展が期待される領域

であり、メンタルヘルスリテラシーを向上させることは

社員が心身ともによりよく働くために重要な概念である

と思われる。

そこで本稿では、特に職場うつに注目し、そこで展開

されているメンタルヘルスリテラシー普及啓発活動につ

いて、今後の展望を考察する。

まずはメンタルヘルスリテラシーの概要をまとめ、次

に数少ない国内企業におけるメンタルヘルスリテラシー

の実態を調査した論文を紹介する。そして、企業組織全

体に対するメンタルヘルスリテラシーの普及活動を積極

的に行っている国外の研究を紹介していく。

２.メンタルヘルスリテラシーについて

メンタルヘルスリテラシーとは、Jorm（1997；2000）

が提唱した、メンタルヘルスに関してどのような知識を

もっているのか、どのように理解しているのか、どのよ

うな態度をとっているかについての総称である。彼は、

メンタルヘルスリテラシーを①精神疾患の予防に関する
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知識、②疾病の認識に関する知識、③入手可能な援助要

請および治療に関する知識、④軽度の問題に対して有効

なセルフ・ヘルプ方略に関する知識、⑤精神疾患を発症

している他者への初期対応に関する知識と態度、⑥メン

タルヘルスに関する情報の入手の仕方（インターネット

等を用いてメンタルヘルスに関する情報の入手する方

法）に関する知識を構成要素としている。Jorm（2012）

はメンタルヘルスリテラシーへのコミュニティのニーズ

に焦点を当て、コミュニティが必要とする知識内容とそ

の提供方法について以下のように述べている。

まず「①精神疾患の予防に関する知識」はメンタルヘル

スリテラシーを構成する要素の中で最も研究が進んでい

ない領域であり、知見をコミュニティに周知することは

精神疾患の予防に資するであろうとしている。次に「②

疾病認識に関する知識」は、疾患を適切に認識できる能

力とされている。この知識を持つことができれば、自分

自身だけではなく周囲の人の不調にも気づくことがで

き、早期発見、介入が可能になるとされる。この専門的

な治療や援助に対する知識を高め、正しく精神疾患を分

類できた者は、一般医（GP）またはメンタルヘルスの専

門家に援助要請する傾向にあること（Yap et al.,2014）、

適切な支援と治療を選択することができること（Wright
 

et al.,2007）が報告されている。次に「③入手可能な援

助要請および治療に関する知識」についてである。Jorm

（2012）は、コミュニティは精神疾患に関わる援助者・

援助技法に対してポジティブな信念を持っておらず、こ

のことがコミュニティの援助要請・受診行動の阻害要因

として想定されるため、コミュニティの信念をポジティ

ブなものに変化させていくことが必要であるとしてい

る。「④軽度の問題に対して有効なセルフ・ヘルプ方略に

関する知識」は、自分自身で問題を解決するための援助

や介入に関する知識と信念をさす。この要素については

先行研究で明らかとなっている知見が豊富にあり、実際

の治療場面でも多く用いられている。よって、有効なセ

ルフ・ヘルプ方略に関する知見をコミュニティに周知す

ることが、メンタルヘルス改善において重要であるとし

ている。「⑤精神疾患を発症している他者への初期対応に

関する知識と態度」とは、他者への初期対応とそれにつ

いての態度である。Jorm（2012）は罹患者の疾病認識お

よび受診行動を促す上で、周囲の他者が重要な役割を果

たし得ることを指摘している。この際重要になるのが態

度であり、スティグマ的な態度を有していると、介入や

治療が遅れに繋がるとされる。したがって、先行研究で

明らかとなっている初期対応に関する知見およびスキル

をコミュニティに周知することが、潜在的な罹患者の受

診行動につながり、最終的にはメンタルヘルスの改善に

資するであろうとされている。

３.日本企業におけるメンタルヘルスリテラ

シーの実態

日本の勤労者を対象に、うつ病に関するメンタルヘル

スリテラシーの実態を検討した研究は数少ない。そこで、

以下では日本企業の従業員を対象にした、うつ病のメン

タルヘルスリテラシーの実態に関する研究を紹介する。

企業の従業員におけるメンタルヘルスリテラシーうつ症

状に関する知識と対処行動の実行可能性を中心に

-中村奈々子・久田満（2008）

本研究では、日本国内におけるうつ病に関する知識と

うつ状態時の対処に関するメンタルヘルスリテラシーの

実態を検討している。調査方法は、都内にある大企業に

勤務する技術系社員278名を対象に、先行研究（Jorm,et
 

al.,1997a;1997b）に基づいてうつエピソードを持つ社員

に関する短文を読ませ、症状についての病識や、望まし

い対処行動を選択肢から選んで回答させ、社員にどの程

度うつ病の知識や対処行動の実行可能性があるかを測定

するというものである。

分析により、以下の結果が得られた。まず「うつ症状

知識の回答傾向」についてである。対象者のうち約６割

が描写された人物が気持ちに負荷のかかる状況に置かれ

ていると認識していたものの、「うつ病である」と回答し

たのは約16％程度に留まり、対象者が高学歴であるのに

関わらずうつ症状に関する知識が不十分であったことが

示唆された。また、女性よりも男性の方が「何か大きな

悩みを抱えている」と回答し、年代別に有意な差はみら

れなかった。「性別、年代別にみたうつ症状への対処行動

実行可能性」については、女性がうつ症状を感じたとき

は「休息する」「友人や心理カウンセラーに相談する」と

いう可能性を高く評定しており、男女で健康に対する価

値観の違いが表われていた。対処行動の違いを年代別で

見ていくと、20歳代の回答者が30歳代・40歳代よりも

「温泉にいく」「スポーツやゲームなどで気晴らしをす

る」「友人に相談する」が高い実行可能性を示した。また

「心理カウンセラー/薬剤師に相談する」など専門家に相

談すると回答した者の割合は、50歳代が20、30歳代より

も高かった。「うつ病症状に関する知識と精神的健康との

関係」では、「うつ病にかかっている」と評定した者は「う

つ状態」得点が高く「何か大きな悩みを抱えている」と
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評定した者との間に有意な差が見られた。「うつ病知識と

対処行動実行可能性との関係」では「うつ病にかかって

いる」と判断した者は「大きな悩みを抱えている」と回

答した者と比較すると年齢や性別による影響を除いても

「気合を入れる」対処の実行可能性が有意に低く「大き

なストレス」・「大きな悩み」・「疲労困憊」と評定した者

より「精神科に行く」が有意に高く、「大きなストレス・

大きな悩み」と評定した者より「心理カウンセラーに相

談する可能性」を有意に高く評定した。対処行動との関

連で見ると「うつ病である」と回答した者はうつ状態得

点も高く不健康な状態ではあったが、「精神科や心理カウ

ンセラーにいく」という適切な対処の実行可能性は高

かった。本研究では一般化可能性などの限界は残るもの

の、うつ病だと判断できた人の方が適切な対処行動をと

る可能性が高いことが示され、うつ病に関する正しい知

識を持ち合わせることの重要性が示唆された。

４.海外における企業のメンタルヘルスリテ

ラシーの実態と普及活動に関する動向

以下から、海外で取り組まれているメンタルヘルスリ

テラシーの実態調査やその普及活動に関する研究論文を

紹介していく。

うつ病の認知に関するメンタルヘルスリテラシー

How do employees and managers perceive depression

-A worksite case study

「管理職と従業員はうつ病をどのように認識しているか

―職場におけるケーススタディ」

-Katelyn Hauck and Gill Chard (2009)

本研究は、メンタルヘルスリテラシーに関するプログ

ラムを実施するにあたり、管理職と従業員のうつに対す

る態度や理解について調査した研究である。この背景に

は、管理職と従業員のうつ病の理解が深ければ、うつ病

を抱えた人々が仕事で最適なパフォーマンスをあげるの

に役立つのではないかという問題意識が存在する。方法

としては、質的なケーススタディの手法を用いており、

163名が働く、西カナダの民間木工製品会社を対象にし、

管理職と労働者の双方にインタビューがなされた。分析

の結果、うつ病のための職場でのサポート認識には次の

３つが関わっていると報告している。１つ目は、「うつ病

の知識と理解」であり、うつ病の理解度によって利用可

能であると認識するサポートが異なっていた。２つ目は

職場における「役割と責任」であり、組織内でのそれぞ

れの地位に関連して、サポート認識が異なる。３つ目が

「役割境界の認識」であり、管理職間および管理職と従

業員間の見方の違いを反映したもので、これもサポート

認識と関わっている。そして、これらの３つのテーマが

相互に関係し、職場における個々人のサポート認識に影

響している。この結果から、筆者は、メンタルヘルスリ

テラシーに関して管理職と従業員間、うつ経験者と非経

験者間の大きな違いはなく、全ての参加者が一定のメン

タルヘルスリテラシーを有していたと述べている。一方

で、管理職と従業員は守秘義務やメンタルヘルス教育の

実施などいくつかの点では意見の違いが見られた。そし

て、職場でのコラボレーションと、パフォーマンスの上

昇のためには管理職と従業員の関わりをより強めること

が必要であることを強調している。最後に、職場におけ

るうつ病の影響について言及し、メンタルヘルスサポー

トプログラムの実施と作業療法の文脈からの職業役割に

ついて論じている。

本研究の意義としては管理職と従業員の双方の観点か

らインタビューを行い、職場におけるうつ病のサポート

認識に関連する３つの要因について明らかにしたことが

挙げられる。今後の課題としては筆者も述べていること

であるが、本研究の問題意識であったメンタルヘルスリ

テラシープログラムを、これら３つの要因を考慮した上

で作成し、効果の検討を行うことがまず挙げられる。ま

た、ケーススタディという本研究の手法の限界から、地

域、規模、職種といった観点から他の会社を対象とした

調査を行うことで、本研究で得られた仮説の一般化可能

性を検討していく必要があるだろう。

Improving workplace mental health-a training needs
 

analysis to inform beyondblue’s online resource for
 

leaders

「職場のメンタルヘルス向上のために―beyondblueオ

ンライン資源のためのリーダー向けトレーニングニーズ

分析―」

-Clare Shann、Angela Martin、Andrea Chester(2014)

職場においてメンタルヘルス上の問題を抱えた従業員

の管理はリーダーと人事マネージャーにとってますます

重要な問題になっている。これに対するトレーニングプ

ログラムの実施も盛んに行われているが、リーダーシッ

ププログラムの一環として行われることはほとんどな

く、関連するスキルや態度が企業風土として根付き続け

ることはめったにない。本研究の目的は、メンタルヘル

スの問題を持った労働者への対応に関してリーダーのト
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レーニングのニーズを調査することであった。379人の

リーダーと364人の人事、学習及び能力開発の専門家達

がオンラインで調査された。参加者の大多数は職場にお

いてメンタルヘルスの問題のマネジメントが要求される

状況を経験したことがあり、それが職場戦略において重

要な問題であると認識していた。しかしながら、メンタ

ルヘルスのトレーニングを受けた者は非常に少なかっ

た。つまり、メンタルヘルスの問題を重要であると評価

する一方で、関連スキルと知識に対する自信には乏し

かった。これらの知見は人事や学習及び能力開発の専門

家達に焦点を当てた職場のメンタルヘルストレーニング

のニーズが高いことを示している。トレーニングにおい

てメンタルヘルスの問題を優先することは忙しいリー

ダーの仕事の効率を最大化するために非常に重要であ

る。また、リーダーによって対応能力と知識に差があり、

メンタルヘルスへの気づきとスティグマ低減を目的とし

たトレーニングが必要であるとし、トレーニングにおい

て考慮するべき要素として①職場においてメンタルヘル

スに関連したリーダーの経験と自信、②リーダーの知識

とスキルのギャップ、③仕事上のメンタルヘルスを管理

するというリーダーの役割、の３つを挙げている。

本研究の意義としては、これまであまり焦点が当てら

れることがなかったリーダーのみを対象とし、ニーズと

いう観点からその実態について調査した点が挙げられ

る。また、単に個人のスキルや知識だけでなく企業風土

とメンタルヘルスとの関連も考慮した上で具体的なプロ

グラムについての提言を行っている点でも意義深い。課

題としては、本研究で示された３点を考慮したプログラ

ムの作成と実施、効果の検討を行うことがまず挙げられ

る。その際にはリーダー個々人に対する効果だけでなく、

組織的な介入としてプログラムの効果の評価を行うこと

が望ましいであろう。

Psychosocial interventions in workplace mental health
 

promotion:an overview

「職場におけるメンタルヘルス推進に向けた心理社会的

介入の概観」

-CZABAL／A, C.、CHARZYŃSKA, K.、MROZIAK, B.

(2011)

職場におけるストレスは、様々な社会経済的損失や、

個人の不適応に深く関わっている。そのため、社員のメ

ンタルヘルス向上を目的として、企業全体および社員個

人をターゲットとした種々の心理社会的介入プログラム

が実施されている。職場で実施されている介入プログラ

ムはこれまでにもレビューされているが、いずれのレ

ビューも、特定の介入法や職場集団に焦点を当てたもの

である。本研究は、本領域におけるエビデンスに基づい

た知見を提供することを目的に、介入プログラムに関す

る先行研究を包括的に概観している。

先行研究の概観にあたっては、社員を対象とした研究

であること、メンタルヘルスに関わる変数がアウトカム

として設定されていること、1988年から2009年におい

て、英語で出版された文献であること、対照群が設けら

れていることなど、４点のクライテリアが設けられ、こ

れらに当てはまる79の研究が分析対象とされた。分析対

象となった研究は、①介入目的、②期待されるアウトカ

ム、③研究デザインの質、などによって分類された。分

析の結果、最も多く設定されていた介入目的はストレス

軽減とコーピング能力の向上であり、続いて、職務の満

足度の向上や職務における有効性の向上、メンタルヘル

スの向上およびメンタルヘルスに関わる欠勤日数を減ら

すこと、であったと報告している。次に、分析対象とさ

れた研究で使用されていた介入法は、筆者によって以下

の６カテゴリーに分類された：①スキル・トレーニン

グ、②職務遂行能力の改善、③職場環境の改善、④リラ

クセーション、⑤身体を使ったエクササイズ、⑥複数要

素を含んだ介入。次に、最も多くアウトカムとして設定

された変数はストレス反応であり、続いて、主観的な精

神的健康度、コーピング方略とスタイル、不安、職務満

足度、バーンアウト、ストレッサーであったと報告して

いる。最後に、研究デザインの質は、①介入プログラム

実施前後の変化を分析しているかどうか、②実施期間以

外の独立変数（例えば、デモグラフィック変数など）を

分析対象としているかなど、２点のクライテリアに基づ

いて、３件法で評価された。その結果、「質が高い」研究

として、18研究が見いだされた。本論文の最後には、介

入法の各分類において「質が高い」と評価された研究が

紹介されている。

本研究の意義としては、これまでに報告された職場に

おける心理社会的介入の包括的な概観を通してその全体

像の描出を試み、その一端を明らかにしたことが挙げら

れる。本研究の課題としては筆者も述べていることであ

るが、分析対象とした研究のサンプルサイズ（20名

～2,207名）や実施期間（１日～12か月）に大きな差が

あったことが挙げられる。そのため、本研究で得られた

結果から各介入法の効果について結論付けることはでき

ないであろう、としている。
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Meta-analysis of the effects of health promotion inter-

vention in the workplace on depression and anxiety
 

symptoms

うつ症状と不安症状に対する職場でのヘルスプロモー

ションの効果に関するメタ分析

-Martin A、Sanderson K、Cocker F (2009)

本研究は、職場における様々なタイプのヘルスプロ

モーションが、うつや不安の症状を軽減させるかどうか

調査することを目的としている。

方法として、1997年から2007年の間に出版された職

場でのヘルスプロモーションに関する文献を対象に、系

統的レビューとメタ分析が行われた。うつや不安の症状

について有効な指標あるいは具体的な対策を用いて介入

の効果を評価したものを、本研究の対象としている。う

つ、不安、複合型のそれぞれについて、効果測定の標準

化平均差が計算された。

全部で22の研究が対象となるための基準を満たして

おり、トータルのサンプルサイズは介入を受けた従業員

3,409人であった。これら22の研究のうち17がメタ分

析の対象となり、介入群と統制群間で20の比較がなされ

た。

結果として、メンタルヘルス対策では、うつと不安の

症状に対して総合的に小さいがポジティブな効果が見ら

れた【うつ；SMD 0.28、95％ CI 0.06-0.51、不安；

SMD 0.29、95％ CI 0.06-0.51】。一方で、複合型に対し

てはメンタルヘルス対策の効果が示されなかった。メン

タルヘルスに直接焦点を当てた介入とリスクファクター

に焦点を当てた介入では、同様の有益な効果が示されて

いる。

観測された効果量は概して小さいが、類似したメタ分

析で報告されたものと同じポジティブな結果となった。

３つの研究では、サンプルは小さいものの平均よりも大

きな効果量が示されている。高血圧の従業員向けのスト

レスマネジメントプログラムにより、うつと不安のどち

らの症状も軽減された。このプログラムには、ポジティ

ブ感情への再注目や、心拍変動のフィードバックによる

テクニックの再構築に関する教育などが含まれており、

特定の集団に対する興味深い精神生理学的アプローチと

なっている。また別の研究では、感情的苦痛を扱った

CBTプログラムにより、ストレスで長期欠勤した従業員

の、HADSで測定したうつ症状が軽減された。高リスク

の従業員グループを介入の対象とし0.75と0.81であ

り、これは、うつ病の人達に行った心理セラピーの効果

と匹敵する結果である。別の研究では、ACT（Accep-

tance and Commitment Therapy）により仕事関連の精

神的緊張に対処する能力を高めることで、GHQスコア

が減少したことが示されている。一方で、人々が職業上

の精神的緊張の原因を特定し革新的に変化させるという

イノベーション促進プログラムの評価では、参加者への

ネガティブな影響が示された。

結論として、症状に直接焦点を当てる介入と、リスク

ファクターに焦点を当てる間接的な介入で類似した結果

が示されていることから、うつ症状や不安症状の軽減が

目的の場合、職場における様々なタイプのヘルスプロ

モーションに効果が期待できると言える。

Challenges and Opportunities for Preventing Depres-

sion in the workplace: A Review of the Evidence
 

Supporting Workplace Factors and Interventions

職場のうつ予防の課題とチャンス―職場要因と介入に関

するエビデンスのレビュー

-Gregory P.Couser (2008)

本研究の目的は、職場での予防という観点でうつ病の

予防を検討することである。職場でのうつ予防に関する

職場要因と介入を扱った文献で、重要であると著者が考

えたものがレビューの対象となった。

文献の多くは、リスクの軽減、レジリエンスの強化、

予防因子の促進など、予防への個別アプローチに焦点が

当てられている。

うつ病のリスクを有する従業員に対しては、リスク軽

減のための個人的アプローチとして、コーピングやスト

レスマネジメントのスキル、運動、睡眠や食事の改善、

リラクゼーション、レジャー、スピリチュアルな成長、

時間管理、コンフリクト管理、ソーシャルサポートなど

予防ファクターの構築が有効である。

うつに対するスティグマは、個別支援を探す際のバリ

アとなる。雇用主や従業員のメンタルヘルスリテラシー

を高めることで、スティグマや介入へのバリアを減じる

ことが可能となる。インターネットを利用することも、

匿名性が保たれ、アクセスが容易で、スクリーニングの

みでなく心理教育や介入へのリンク先へアクセスするこ

ともできるため有望である。

組織レベルで見ると、職場でのうつ予防に対するバリ

アはスティグマに限らない。多くの従業員は、仕事に影

響を及ぼす健康志向に関して、情報データを統合する能

力を有していない。短期╱長期の仕事の不振、欠勤、生

産性低下、離職率、士気の低下などは、雇用主にとって、

従業員のうつを見逃さないための警告サインとなり得
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る。雇用主は従業員の健康リスクの査定や従業員調査を

行うことで、社内にうつがどれくらいあるのか、それに

よって企業にどれくらい損失が生じているのか把握する

ことができる。うつのリスクファクターを有する従業員

をスクリーニングする他に、離職率の高い部署や高スト

レスのポジションにある従業員に対するユニバーサル・

ストラテジーとして、うつのスクリーニングを使用する

こともできる。いずれにせよ、うつ症状を有する従業員

を支援する効果的な対策が用意されておらず、投資に対

する予想利益がない場合、スクリーニングを行っても意

味がない可能性もある。質の高い介入へアクセスできな

い、または給付金制度が整っていないことは、職場にお

けるうつを予防するうえで主要なバリアとなる。うつに

対する初期介入は、生活の質の向上のみでなく、身体疾

患の予防やディサビリティの減少につながる。

EAPは、管理職や上司や一般従業員への心理教育や取

組みを支援するものとして位置付けられる。さらに、職

場のうつの予防に関するエビデンスベースを成熟させる

ことが、雇用主と従業員とヘルスケアプロバイダ間の

ギャップを埋める助けとなり、結果として、職場におけ

るうつが減少し、企業の生産性が向上する可能性がある。

５.考察

今回紹介した複数の文献から、職場全体でうつ病に関

するメンタルヘルスリテラシーが高まると、利用可能な

サポートに対する認識が高まることが示唆された。その

際、症状に対する知識、サポートに対する知識だけでは

なく、双方の知識を持ち合わせることで適切なサポート

に繋がる可能性が考えられる。また、うつ病の予防の観

点からは、メンタルヘルスリテラシーの普及に留まらず、

精神生理学的視点も取り入れた、生活習慣全体をサポー

トできる仕組みづくりも考え、提供していくことも有効

であることが示唆された。

また、企業にメンタルヘルスリテラシーを普及させる

にあたって、幾つか考慮するべき点も示された。まずは

社内での役職に関わらず、メンタルヘルスリテラシーを

高めることの重要性は従業員間で共通しているものの、

立場によって担う責任範囲が異なるため、希求するサ

ポートや、メンタルヘルス教育に求めるものは管理職と

部下で異なっているということである。次に、知識を持っ

ている管理職者でも、それを実際にスキルとして使う自

信はないと感じていることである。そして、うつ病に対

する支援や介入を妨げている要因の中に、うつに対する

スティグマや守秘義務を懸念する社員の心理的バリアが

存在していることである。

以上を踏まえ、今後職場のうつのメンタルヘルスリテ

ラシーを普及させるにあたり、以下のことを考慮する必

要があると考える。まず、知識を広めるに当たっては会

社コミュニティ全体にアプローチをしたうえで、それぞ

れの立場に合わせた支援やプログラムの作成を行うこと

が必要であろう。例えば、部下を持つ管理職者には早期

発見・対処といった初期対応に関するトレーニングを実

施する（Graham et al.,2010）などである。

また、スティグマや介入のバリアの軽減、アクセスの

しやすさから、インターネットを用いた心理教育の有効

性も示された。メンタルヘルス施策を推進させている

オーストラリアでは、本論考で挙げたNGO団体ビヨン

ドブルー（beyond blue）が作成するインターネットサイ

トを用いた情報提供を軸としながら、メンタルヘルスに

関する教育プログラムが展開されている（吉岡,2012）。

また、大学生を対象にオンライン上でメンタルヘルスリ

テラシーに関する心理教育を実施したところ、３週間ほ

どの短期間であってもうつスティグマを軽減し、援助要

請態度が上昇したことが報告されている（Taylor-

Rodgers& Batterham,2014）ことからも、就労前の若

者を対象にした普及活動を展開していくことも、就労後

のうつ予防に繋がるだろう。就労前の若者に心理教育を

行うことはまた、現在メンタルヘルス対策の中核を担う

管理監督者の負担軽減にも繋がると考えられる。

そしてもう１つ重要なことは、メンタルヘルスケアに

関わる専門職が質の高いサービスを提供していくことで

ある。職場のメンタルヘルスに関する様々な課題を解決

していくためには、医学的介入だけではなく、産業組織

心理学や臨床心理学をはじめとする心理学的介入の積極

的な活用を指摘する声がある（小川,2008b）。

また、うつ病の援助に対するサービスギャップを構成

する要因の１つにサービス提供者要因（Hirschfeld et
 

al.,1997）があり、提供者側の抑うつに関する専門的教育

の欠如など（下山,2014）が挙げられている。これらの

ことを踏まえると、臨床心理士として今後の大きな課題

は、職場のうつ病に関する正しい知識と研究を重ね、現

場に参入していくことであり、産業医や保健師、社内の

メンタルヘルス担当者らと協働する能力を養っていくこ

とであると考える。

以上、文献紹介を通して企業におけるメンタルヘルス

リテラシーの普及について考察を行った。いつでも・ど

こでも利用可能なインターネットツールの活用とその内

容の充実は、企業においても発展させるべき課題である。

またこうした情報提供を行えるよう、専門職である臨
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床心理士自体が職場のメンタルヘルスに関する専門的教

育を受け、他職種と連携しながら、エビデンスに基づく

サービス提供を行っていくことが重要であると考える。
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注

１ 心身の健康に関する調査、情報提供を行っている

オース ト ラ リ ア の N G O団 体 h t t p://w w w.

beyondblue.org.au/

（指導教員 下山晴彦教授）
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